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第５章 今後の研究課題 

「中核的競争力（core competency）の向上」を企業戦略として掲げ、中核的競争力と直
接に関係しない部門を削り落とすことを目的とする組織再編が世界中で行われている。組織
再編の過程の中で、削り落とされた業務を引き受けるのは、「非典型的な就労組織」である。
この世界中で発生している社会現象に関して、アメリカとヨーロッパはそれぞれ「fissured

workplace（fissurization）」と「fragmentation」という言葉を使って表現しているが、ど
の国においても、外部資本による短期的利益への追求という動機と、新しい通信技術の応用
という実現手段に関しては共通している。
 欧州において、近年新たに出現した就労形態に対する大規模な調査が行われたが、その結
果、労働者シェアリング、ジョブ・シェアリング、管理者派遣、カジュアルワーク、情報通
信技術に基づくモバイルワーク、バウチャーに基づく就労、ポートフォリオワーク、クラウ
ド就労、協働就労という 9 種類の新たな就労形態が確認されている。各就労形態の定義、運
用、当事者の特徴、その利用の促進要因と阻害要因、労働市場と就労者の労働条件に及ぼす
影響に関して、Eurofound（2015）の中で詳しい検討がなされている。

欧州に出現した新たな就労形態に関して、Eurofound（2015）は主にその労働市場や就労
者の労働条件に及ぼす影響と雇用創出効果の有無を中心に議論を展開している。その主な目
的は、
① 労働市場や就労者の労働条件に良い影響を及ぼす就労形態をもって、悪い影響を持つ就
労形態を代替する可能性を模索すること、
② 雇用創出効果のある就労形態を特定し、その利用を推進すること、
の 2 点である。

①に関して、各就労形態の労働市場と労働条件に及ぼす影響は Eurofound（2015）によっ
て明らかにされている。その上で、良い影響を及ぼす就労形態をもって、悪い影響を及ぼす
ものを代替する可能性も提示されている。例えば、労働者シェアリングをもって、カジュア
ルワークを代替することが推奨されるのはその一例である。

②に関して、新たな雇用機会を創出できるのは労働者シェアリングのみである。その他、
ジョブ・シェアリングと管理者派遣は雇用の維持に役立つと評価されている。

Eurofound（2015）の中で、このような議論がなされるのは、これらの新たな非典型的な
就労組織が就労者と使用者双方に「柔軟性」をもたらす役割を持っており、その利用を一律
に否定することができないことが、欧州諸国に認識されているためである。そして、「非典型
的な就労組織」の利用を認めた上で、その労働市場や労働条件に及ぼす不利な影響を減らし、
かつそれを雇用の創出や労働条件の向上に役立たせることが、欧州における「非典型的な就
労組織」に関する研究の最終的な目的である。
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これに対して、アメリカでは、「職場の分断化」をもたらす非典型的な就労組織に関する
議論は、最終的な労務受領者の使用者責任の帰趨、業務の外注化による組合潰しの防止、サ
プライ・チェーンの末端にある労働者の労働安全保護と労働条件の向上等に帰着する。全体
的にみると、欧州諸国は、「非典型的な就労組織」の固有の役割と存在意義を認めた上で、そ
の利用の方向性に関して議論をしているが、アメリカでは、「非典型的な就労組織」が様々な
社会的問題の根源と見られ、これに対して厳しい規制を取るべきという主張がされている。

「非典型的な就労組織による職場の分断化」という共通の社会現象に対して、欧州とアメ
リカの識者の見方が何故そこまで異なるのだろうか。この点に関して、アメリカの議論の源
となる David Weil 氏の著書『The Fissured Workplace』は、「職場の分断化」という社会現
象をもたらす「非典型的な就労組織」のみを検討対象としているが99、Eurofound（2015）
は、欧州に新たに出現した就労形態をできるだけ広範に収集し、カテゴリー分けをしたもの
であることに思いを致すべきであろう。即ち、欧州とアメリカにおける非典型的な就労組織
の検討は、まず検討対象の範囲と検討目的において異なるのである。

一方、より深層的、根本的な理由として、欧州とアメリカの雇用制度の違いと、「非典型
的な就労組織」の位置付けの違いが挙げられる。

アメリカの場合、具体的な雇用形態に関係なく、随意的雇用原則が維持されている。即ち、
正規労働者に対しても、使用者は原則として客観的事由なく解雇することができる。この場
合、非典型的な就労組織を、景気の変動に対応するためのバッファーとして利用する必要性
はない。そこで、アメリカにおいては、非典型的な就労組織は、主に契約上の使用者責任の
潜脱、企業内部の組合潰しと、外部労働市場の激しい競争を利用し、人件費のコストダウン
を図るために利用されている。

これに対して、ヨーロッパの場合、正規労働者を対象とする解雇制限規制がかけられてい
る。そのため、企業外部の労働力を利用し、景気の変動に応じて労働力の利用量を調整する
必要が生じる。それに加えて、欧州では、労働協約が産業レベルで締結される場合が多く、
特定の職務に従事する労働者の基本給は、具体的な雇用形態に関係なく、原則として賃金協
定によって規律されることになる。即ち、パートタイム労働や有期契約労働といった直接雇
用の下での非正規雇用形態を利用しても、人件費の削減を図ることは困難である。そこで、
雇用の調整弁としてだけではなく、人件費を削減する機能も、非典型的な就労組織の利用に
よって果たされることになる。

また、リーマン・ショックの影響によって上昇した失業率を下げ、新たな雇用機会を創出
することが、欧州諸国政府の喫緊の政策的課題となっている。そこで、雇用創出効果のある
新たな就労形態を見出し、その利用を促進することも、欧州における新たな就労形態に対す
る研究の主な目的の 1 つとして挙げられる。

99 前掲注 2 参照。
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欧米と比べて、日本において、今までに「非典型的な就労組織」が話題にされることは少
ないが、その主な理由として、
① 企業内部の非正規労働者が景気変動に対応するためのバッファーとしての機能を果たし
てきたこと、
② 下請系列システムが従前から存在し、業務のアウトソーシング化が新たな社会現象とし
て認識されていないこと、
③ 就労形態の法的分類基準の１つとして、就労者の「労働者性」の有無が挙げられる。そ
のため、例えば個人請負業者の労働者性の有無が議論の対象になる場合はあるが、労働者と
非労働者が混在する就労組織全体に対する法的規制はあまり議論されていないこと、
等が挙げられる。

しかしながら、新技術の導入は世界各国のあらゆる産業分野に影響を及ぼしており、日本
も例外ではない。新たな情報通信技術等の利用により、企業の中核的競争力に関わる業務に
関しても、個人請負業者が実務上利用され始めたが、彼らが労働基準法、または労働組合法
上の「労働者」にあたるかどうか、どのような判断基準を用いるべきかに関して、すでに激
しい議論が展開されている。

また、「同一労働同一賃金の実現など非正規雇用の待遇改善」が重要な政策課題の 1 つと
して打ち出された以上、非正規雇用労働者の代わりに、非典型的な就労組織が今後景気変動
に対応するためのバッファーとして広く用いられるようになると思われる。日本版の「同一
労働同一賃金」が実現した後のことを見据え、まず日本国内で実態調査を行い、「非典型的な
就労組織」の利用状況を把握する必要がある。
 欧米とは違って、日本は従前から下請系列システム、重層請負等の形で非典型的な就労組
織をある程度利用してきた。その利用に対する法的規制も、ある程度整備されている。しか
し、日本においても、今後、人工知能（artificial intelligence,AI）やモノのインターネット
（Internet of Things,IoT）等の革新的な技術の利用が大いに進展し、生産やサービスのあり
方に大きな影響が及ぶことも予想される。そして、欧州で確認されたような新たな就労形態
が日本においても広範に利用されることもあり得よう。
Eurofound（2015）によって明らかにされたように、「非典型的な就労形態」の下で、労

務従事者は必ずしも労働者に該当するとは限らない。中核的競争力に関係しない部門が組織
再編等によって削り落とされて行く中で、個人請負業者、フリーランサー等の労働法の保護
が及ばない労務従事者は今後さらに増加すると予想される。「労働者」が従事した業務を引き
継いだこれらの者には、労働者に与えられてきた保護の多くの部分を及ぼす必要があろう。
しかし、具体的にどのような種類の法的保護や規制が必要になるかはまだ未知数である。ま
た、法的規制の具体的なあり方を検討する前に、新たな就労形態の実態、並びにその下で就
労する者の現状を把握することは必要不可欠である。

従前から非典型的な就労組織を利用してきた日本においては、非典型的な就労組織の下で
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就労してきた、労働者に類する労務給付者に対して、一定の保護を与える法制は存在したこ
とがあり、また現在も存在している。例えば、家内労働、構内下請け、個人請負、フランチ
ャイズ等について、労働法の保護を部分的に拡張したり、応用したりすることが行われてき
た。新たな就労形態の下で就労する者に及ぼす法規制を検討する際に、これらの従前から存
在してきた労働法の拡張、応用とは全く異なる法的保護の仕組みを考案する必要があるのか、
それともこれを今までの法的規制の延長線上の問題として考えるべきか、検討する必要がある。 

非典型的な就労組織の広範な運用は、新たな社会的現象として、法学、経済学、社会学等
の様々な視点からの分析を必要とする。欧米諸国における事態と議論の進展をフォローしつ
つ、日本における上記の諸問題点に取り組むことが今後の課題になる。 
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